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第１ Ａ棟建設工事が当初設定した工期内に完成しなかった問題について 

 

１ 概要 

  山陽小野田市立山口東京理科大学（以下「理科大」という。）の薬学部校 

 舎Ａ棟（現６号館）の建設工事において、平成３０年２月２８日の工期内に  

 完成しなかった。その理由は、白井博文前市長（以下「前市長」という。）が 

 『発注者である市が適正な工期を確保していないこと』を認識していながら 

 工事を進めたためであることが、関係者等に調査した結果、明らかになった。 

  このことに対する現執行部の対応としては、口頭であっても『市長がした 

 約束の重さ』を考慮し、『行政の継続性』を勘案する中で、『前市長の約束は 

 履行すべき』との判断をし、議会の議決を経て契約変更を行い、工期の延長 

 （平成３０年５月１９日）を行った。 

  なお、工期内に工事が完了しなかった原因が前述のとおり『発注者である 

 市が適正な工期を確保していないこと』であったため、この履行遅滞の原因 

 は受注者にない（受注者の責めに帰すべき事由ではない）と考えられること 

 から、公共工事請負契約約款第４１条（履行遅滞の場合における損害金等） 

第１項の規定に該当しないと判断し、市は損害金の支払いを請求していない。 

 

２ 問題点等 

 

⑴ 校舎等の施設整備が伴う薬学部の設置（開学）について施設整備の具体 

 的な検討を行わずに設置（開学）時期を決定し、公表したこと  

 平成２６年７月末の学校法人東京理科大学からの公立化の申し出から 

平成２６年１２月の公立化及び薬学部設置の決定・発表まで、わずか５か 

月という非常に短い期間であったため、大学の制度や仕組み、そして、新 

たな学部を設置する手続き等についての知識や理解が十分でないまま一 

部の幹部職員の間でのみ検討が行われ、平成２８年４月の公立化及び平成 

２９年４月の薬学部設置が決定し、公表された。 

 また、その後、施設整備や教員リクルートの関係から１年先送りした平 

成３０年４月に変更することになり、平成２７年１１月に公表した。これ 

により、再度の変更はできないとの認識となった。さらに、薬学部校舎等 

の施設整備の方針の変更(薬学部の開学後、年次的に順次、整備する方針  

から、開学時までに全ての施設を整備する方針に変更 )したことから平成 

３０年４月の薬学部設置（開学）を目指すことが決定すると同時に工期末 

が確定し、厳しい工期となる大きな要因となった。 

 

⑵ 当初から「適正な工期が確保できていない」「工期内完成が困難」との 

 認識を持ちながらその事実を明らかにせず工事を進めたこと  

工期については、工事の責任者である成長戦略室職員（以下「工事責任 

者」という。）のこれまでの経験等から「１５か月」は必要とし、建設スケ 
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ジュールにおいてこの工期を確保することが大原則となった。 

  しかし、工事責任者は、平成３０年３月９日開催の山口東京理科大学調 

   査特別委員会では、「今までの私の、姉歯以前の工事の感覚で１５か月と 

   いうことを常々申しておりますけど、いろんな諸手続から考えると、薬学 

   部を建てること自体が１０年前に立てて、設計も含め７年ぐらいの期間を 

   かけて工事をやるべきではなかったかと思います。３０年４月開学だから 

   ２年半、これは無理があったと思います。」と発言している。 

 このような形で「１５か月」の工期を確保したが、理科大との施設整備 

に係る協議に要した３か月（以下「失われた３か月」という。）により発  

注時期が遅れるとともに、文部科学省からの指摘により工期末が平成３０ 

年３月末から平成３０年２月末に１か月前倒し（以下「文科省からの指摘」 

という。）となり、当初から「１５か月」の工期を確保することができな 

くなった。 

 この事実は、前市長、成長戦略室長及び工事責任者も認識していたが、 

平成３０年４月に薬学部を設置（開学）させるためには、設置手続きを円 

滑に進めていかなければならないとの認識からその事実を公表（説明）せ 

ず、「非常にタイトなスケジュールだが工期内に完成できる。」との説明に 

終始した。 

 

⑶ 後任者への引き継ぎが適切に行われていなかったこと 

  平成２９年４月の市長選挙及び同年７月の大学推進室設置に伴う人事 

異動により新たな体制（新執行部）となったが、前執行部は新執行部に上 

記⑵の事実を引継がなかった。（「前市長から藤田剛二現市長」への引継ぎ 

及び「成長戦略室長から前大学推進室長」への引継ぎが適切に行われてい 

なかった。）これにより、Ａ棟の建設工事が工期内に完成しないという事  

態が発生した際、事実を知らない新執行部は対応が後手に回るとともに、 

適切に説明責任を果たすことができず、大きな混乱を招くこととなった。 

 

⑷ 想定外の費用が生じたこと 

    Ａ棟建設工事が平成３０年２月２８日までの工期内に完成しなかった  

   ため、平成３０年５月１９日まで工期を延長した。これによりＡ棟の建築 

   主体工事、機械設備工事及び電気設備工事について追加の経費が必要と 

   なった。さらに、附帯工事（仮設工事）に係る費用や薬学部食堂業者への 

   休業補償、大学が負担した教員の引越し費用、教員荷物の保管費用等が必  

要となった。 

 

 ３ 検証結果 

   まず、工期についての経過を辿ると、前執行部は「１５か月」の工期が必 

  要と説明しているが、「失われた３か月」により発注時期が遅れたこと、そ 

  して、「文科省からの指摘」により工期末が１か月前倒しになったことによ 
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  り、問題となったＡ棟建設工事で確保できた工期は「１２か月半」であった。 

 発注時点において既に必要と考えている「１５か月」の工期が確保されて 

おらず、その対応策についても見通しが立っていなかったが、前執行部は、 

薬学部の全ての施設（グラウンド及びテニスコートは除く。）は開学時まで  

に完成していなければならないと認識していたことから、薬学部の認可手続 

きに影響がないよう、「１２か月半」の工期で建設スケジュールを作成し、 

「文科省からの指摘」については工事を進めていく中で対応策を検討するこ 

とになるが、「失われた３か月」には対応できる見込みが立ったとし、非常  

に厳しいスケジュールとなったが工期内に完成できると説明した。工期内 

  に完成することは非常に困難との認識があったが、薬学部設置の手続きを円 

  滑に進め、平成３０年４月に薬学部を開学させるためには、この事実を公に 

  することができないと考えたものと推察される。 

   施設整備については、「開学後、年次的に順次、整備する」という当初の 

  方針から「開学時までに全ての施設を整備する」という方針に１８０度、方 

  針転換している。いずれの方針も文部科学省との協議によるものであったが、 

  「開学時までに全ての施設を整備する」という方針（認識）は本当に正しい 

  ものであったのか。大学設置基準において大学の必置施設とされるグラウン 

  ドについては、整備が終わるまでは赤崎運動広場を代替施設として使用し、 

  教育活動には支障が生じないようにするとして開学後の平成３０年度末に  

  整備が完了する旨の届出を行い、認められている。また、Ｂ棟以外の施設は 

  開学時に完成しなかったが、完成したＢ棟を使用しつつ既存の工学部の施設 

  等を使用することにより教育研究活動に支障がないよう対策を講じると文  

部科学省に届出を行い、これも認められている。 

  以上、この問題が生じることになった最大の要因は、時間を掛けず短期間 

 のうちに限られた一部の関係者だけで検討し、大学の制度やしくみが十分に 

 理解できない中、具体的な施設整備計画の検討を行わず、施設整備を伴う薬 

 学部の開学時期を決定し、「適正な工期を確保していない」という事実関係 

 を明らかにしない（説明責任を果たさない）まま事業を進めたことにあった 

 と言わざるを得ない。 

  なお、工期内に完成しなかったことにより生じた諸費用については、進め 

 方によっては防ぐことができた費用もあったと考えるが、当該工事が異例な 

 形で進められたこと、厳しい工期の中、膨大な業務量を抱えながらも工期内 

 完成を目指して取り組んでいたこと、結果論となるが幸いにもＢ棟が工期内 

 に完成し、薬学部の教育研究活動に大きな支障が生じなかったこと、また、 

 増額となった費用の大部分については当初から「１５か月」の工期で行えば 

生じた費用であること等を鑑みて、求償は行わないと判断した。  
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第２ 薬学部増築工事における設計業者の設計ミス等に関する問題について  

 

 １ 概要及び経過 

  

 ⑴ 概要 

 薬学部増築工事について、設計図面にありながら見積参考資料にないも 

のや見積書の金額の転記ミス等があったことにより、各種工事において契 

約後に工事内容の変更に伴う工事費用の増額が何度も行われたり、入札不 

調の事態を招く等の事態が発生した。 

 特に、Ｃ棟機械設備工事（最終的に、給排水衛生ガス設備工事と空気調  

和設備工事に分けての実施となった。）における積算誤謬（動物空調機器  

メーカーから受領した見積書の金額の転記ミス：２億円を２千万円）によ 

る影響は大きく、入札において適正な業者選定が行われず、入札不調が続 

き、請負業者の決定が大幅に遅れ、平成３０年２月２８日までに工事を完  

了することができなかった。この影響を受け、Ｃ棟建築主体工事・電気設 

備工事・給排水衛生ガス設備工事、汚水処理設備工事についても工期を延  

長せざるを得なくなり、追加の経費が必要となった。 

 

⑵ 経過 

    平成２８年２月３日、山口東京理科大学薬学部増築工事に伴う基本設  

   計・実施設計業務（以下「設計業務」という。）について、設計業者と契約  

   を締結した。当初の工期は、平成２８年１２月２日までの１０か月であっ  

   たが、「失われた３か月」の影響により設計業務の進捗に大きな支障が生  

   じたため、同年１１月２９日に契約を変更し、工期を平成２９年３月２４  

   日まで延長し、約１３か月とした。当該業務については、同年３月２２日  

   に完了届が提出され、完了検査を経て、同年３月２７日に成果品が市に引 

き渡された。 

 しかし、通常どおりに業務の完了を待ち、発注業務を行っていては建設 

工事について「１５か月」の工期を確保することができず、工期内に完成  

させることが不可能になることから、完了検査を受けていない「引渡し前 

における成果品（以下「仮成果品」という。）」を使用し、発注に必要な設  

計図書等を作成し、入札することとした。（資料②参照） 

 なお、仮成果品は、業務委託契約約款の定めにあるようにそれを使用す  

ることに問題はないが、当該業務については設計業者の設計期間が十分に 

確保されておらず、設計業者において十分に内容が確認され、精査された 

ものではなかった。これに加え、入札を急ぐ市においても設計業者の状況 

を認識していながら仮成果品の内容について十分な確認、精査を行う時間 

的な余裕がなかった（仮成果品を受け取ってから起工の起案をするまで１ 

週間程度しかなかった）ことから、その後、問題となった設計図面にあり  
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ながら見積参考資料にないものや見積書の金額の転記ミス等により、各種 

工事において契約後に変更工事に伴う工事費用の増額が何度も行われた 

り、入札不調を招く等の事態が発生した。 

 

 ２ 問題点等 

 

  ⑴ 設計業者及び市ともに仮成果品の確認が十分に行われていないことを  

   認識しながら発注したこと 

    設計業者は、設計図面にありながら見積参考資料にない項目や数量が発  

   生したのは、適正な設計期間が確保できず、十分な確認が行えなかったこ  

   とを原因として挙げている。このことは、入札における見積参考資料に通 

   常、記載することのない「疑義ある項目数量については、落札者と別途協 

   議する。」との異例の一文（以下「異例の一文」という。）を記載している 

   ことから、市においても設計業者において仮成果品の精査が十分に行われ  

   ていないこと、そして、市自身も十分に確認できなかったことを認識して  

いたと考えられる。 

 

３ 検証結果 

   設計業者と締結した業務委託契約書の業務委託契約約款第３２条の定め  

  のとおり、適切な手続きを行えば、発注者である市は仮成果品の全部又は一  

  部を使用することができた。ただし、薬学部増築工事の設計業務については、 

  適正な設計期間を確保することができなかった（原因は、発注者の市にある） 

  こと、また、それに伴い、設計業者において設計図書等の確認を十分に行う  

  ことが困難となったことを認識していた市は、仮成果品の使用に際してはよ 

  り慎重にならなければならなかった。 

しかし、市においても厳しいスケジュールに加え脆弱な体制から確認のた  

  めに使える時間を十分確保することは困難であった。このため、工事責任者 

  は、「何か出てきそうだ」との認識を持ち、設計図書の確認不足への対策と 

  して、入札時の見積参考資料に異例の一文を記載した。 

これまで議会において、この設計に関する問題については設計業者の責任 

のみに言及し、市の責任についてはほとんど触れてこなかったが、以上のよ 

うな経緯を鑑みると、設計に関して生じた様々な問題については、設計に必 

要な適正な工期を確保せず、仮成果品の確認を適切に行うことができないま 

ま発注し、将来的に増工の可能性が多分にあることを十分に認識しながら、 

説明責任を果たさないまま工事を進めた市に最終的な責任があるものと考 

えることから、設計に関して生じた工事費用の増額については、設計業者に 

求償は行わないと判断した。 

   なお、設計業者は、Ｃ棟機械設備工事の積算誤謬により、市から１か月間 

の指名停止措置を受けている。 
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第３ 危険物倉庫棟建設工事に関する問題について  

 

１ 概要及び経過 

 

 ⑴ 概要 

 平成３０年度に建設した危険物倉庫棟について、完成後に、法令の基準を 

満たしておらず、計画していた指定数量１０倍以下の危険物を貯蔵する危険 

物貯蔵所を設置できないことが判明したことから、新たに危険物倉庫（以下 

「新危険物倉庫」という。）を設置（令和３年度に大学が設置）しなければ  

ならない事態となり、そのための費用が必要となった。また、この問題に附 

随して公文書の不適切な取り扱いがあったことが発覚し、虚偽公文書作成 

等・同行使、公用文書等毀棄にあたるとして当該工事を担当した職員（以下 

「担当職員」という。）を刑事告発する事態となった。なお、当該公文書の 

不適切な取り扱いに関しては、「第４ 公文書の不適切な取扱いに関する問 

題について」に記述する。 

 

⑵ 経過 

   当該工事の「工事起工伺書」の起案は建築住宅課において平成３０年４月 

  １６日に行われているが、決裁の過程で上司から担当職員に耐火被覆の施工 

  箇所が分かるよう設計図書に示すよう指示があった。このため、担当職員は 

  当該工事の設計を行った設計業者（以下「設計業者」という。）の担当者に 

  複数回にわたり確認の連絡をとった。しかし、明確な回答を得ることができ 

なかったとのことである。 

当該工事の工期末は、Ｃ棟の工期末と同じ平成３０年１１月３０日として 

  おり、適正な工期を確保した中で工事を行うためには入札を急ぐ必要があり、 

  この確認作業に多くの時間を費やすことができない状況であったことから、 

  担当職員は最終的に電話により確認し、設計業者作成の設計図書に耐火被覆 

  の施工箇所を追記（危険物を貯蔵する部分のみとした。以下「追記図面」と 

いう。資料③参照）し、決裁をとった。 

   この結果、追記図面に示された箇所に耐火被覆の工事が行われたが、そ  

  の耐火被覆の施工箇所は、危険物を貯蔵する部分以外も耐火構造となってい 

  なければならないという政令で定める基準を満たしていなかった。担当職員 

  は、このことに平成３０年１０月頃に気づいたが、その事実を建築住宅課の 

  上司や大学推進室に報告せず、耐火構造の基準を満たさないまま平成３０年 

  １１月３０日に工事を完成させた。 

   前後するが、危険物倉庫棟については、貯蔵する危険物の数量等が決まら 

  なかったことにより、建築確認申請について、「危険物倉庫」ではなく「倉  

  庫」として届出を行い、発注後、時期を見て変更手続きを行うこととしてい  

  たことから、平成３０年１１月２０日に「危険物倉庫」への計画変更確認申 

  請書を提出したが、平成３１年１月１５日、計画変更申請を担当していた設 
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  計業者より担当職員へ、小野田消防署から完成した危険物倉庫棟は政令で 

  定める耐火構造の基準を満たしていないとの指摘があったと報告があり、同 

  年１月１６日担当職員と大学推進室で小野田消防署に行き、この耐火構造で 

  は政令の基準を満たしておらず、計画していた指定数量１０倍以下の危険物 

  を貯蔵する危険物倉庫としては使用できないことが確認されたため、同年１ 

  月１７日、小野田消防署に提出していた「危険物貯蔵所設置許可申請書」を  

  取り下げる届出、同年１月１８日、建築確認検査機関に提出していた「計画 

変更確認申請書」を取り下げる届出を行った。 

 

２ 問題点等（公文書の不適切な取り扱いについては、後述）  

 

 ⑴ 建築確認申請手続きを異例な形で行ったこと  

   上記の背景から建築確認申請を「危険物倉庫」ではなく「倉庫」として  

  届出を行っていたため、建築確認検査機関において「危険物倉庫」として 

審査されていなかった。 

 

⑵ 関係法令を遵守しなかったこと 

  担当職員からの耐火被覆の施工箇所に係る質問に対して明確な回答 

 をしなかった設計業者の対応は誠に遺憾であるが、担当職員は、設計業者 

 が作成した設計図書の一部を変更しようとするとき、建築士法の規定どお 

 りに設計業者に追記図面に間違いがないかを確認し、間違いがなければ設 

計図書に追記する旨の承諾を求めていなかった。 

 

⑶ 上司が関係法令及び決裁文書を十分に確認していなかったこと 

  平成３０年４月１６日の「工事起工伺書」の起案に対して上司から耐火 

 被覆の施工箇所について確認するよう指示があったことから、担当職員は 

 設計業者に確認し、追記図面を作成したが、上司はどのように確認し、そ 

 の追記図面が正しい（関係法令に適合している）と判断し、決裁したのか。 

 

  ⑷ 誤りに気づいた時に報告しなかったこと 

    担当職員は、耐火被覆の施工箇所の誤りに気づいたが、その事実を建  

   築住宅課の上司や大学推進室に報告せず、耐火構造の基準を満たさないま 

ま工事を完成させた。 

 

  ⑸ 想定外の費用が生じたこと 

    完成した危険物倉庫棟が政令に定める耐火構造の基準を満たしていな  

かったことから新危険物倉庫を設置しなければならなくなった。このため、 

本来、生じることのなかった新危険物倉庫を設置するための設計費用や工 

事費用が必要となった。 
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 ３ 検証結果 

   平成３０年４月に「工事起工伺書」を起案した際、担当職員は上司の指示 

  により、耐火被覆の施工箇所を設計図書に図示するため、当該図書を作成し  

  た設計業者に確認し、追記図面を作成した。結果的に、この追記図面の施工 

  箇所は間違っていたが、当該職員はその内容で決裁をとり、当該工事を進め 

ている。 

この事態を招いた原因としては、担当職員のミスとそれに気づいた際の対 

応が要因の一つであることは間違いないが、追記図面の作成を指示した上司 

及び最終的に決裁をした上司が関係法令や起案文書の内容をしっかりと確 

認していなかったことにより決定的なものとなったと考える。 

また、担当職員は、耐火被覆の施工箇所の間違いに気づいた際に上司又は 

大学推進室に相談していれば一人で悩まず、組織として対応することができ 

たが、当時、担当職員は、上司等に相談しにくいと感じており、そのような  

職場環境であったこともこのような事態を招く要因の一つになったと考え 

られる。 

   このようなことから、この事態を招いた責任については担当職員自身に 

  も当然あるが、上司が起案文書の確認や関係法令等の確認を十分に行わずに 

  決裁をしたこと、つまり、決裁権者としての役割を果たしていなかったこと 

から、最終的には組織にあると考える。 

   なお、新危険物倉庫棟を建設するために費用が生じたことについては、 

  前述したように起案文書等の確認が十分に行われていなかったが、その決 

  裁手続きは適切に行われていたこと、また、Ａ棟建設工事における工期が問 

  題となったことから薬学部増築工事に対する工期内完成厳守への強いプ 

  レッシャーがあったこと、相談しにくい職場環境があったこと、業務多忙の 

  状況にあったこと、加えて成長戦略室及び大学推進室において異例な建築確 

  認申請手続きが行われていたこと等、考慮すべき事情があることを勘案し、 

職員に求償は行わないと判断した。 
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第４ 公文書の不適切な取扱いに関する問題について  

 

１ 概要 

 危険物倉庫棟建設工事及び汚水処理整備工事において、公文書の不適切な 

取り扱いがあったことが発覚したことから、市は、虚偽公文書作成等・同行 

使、公用文書等毀棄にあたるとして令和２年６月に刑事告発している（令和 

３年１０月、不起訴処分となった）。 

 しかし、公文書の不適切な取扱いはこの２件に留まらず、杭工事、Ａ棟建  

築主体工事、Ｂ棟建築主体工事及びＣ棟建築主体工事においても行われてい 

たことが確認された。さらに、危険物倉庫棟建設工事については、上記の刑 

事告発後、再度、同様の行為が行われたことが発覚した。 

加えて、山陽小野田市情報公開条例に基づく公文書公開が適切に運用され 

ていない実態があったことも明らかになった。 

 

  ◯公文書の不適切な取扱いが確認された工事及び発見した時期  

 

⑴ 危険物倉庫棟建設工事（令和元年７月に発覚）  

   不適切な取扱いの例：資料④ 

   ※ 虚偽公文書作成等・同行使、公用文書等毀棄で告発（不起訴処分） 

⑵ 汚水処理設備工事（令和元年８月に発覚） 

     不適切な取扱いの例：資料⑤・⑥ 

     ※ 虚偽公文書作成等・同行使、公用文書等毀棄で告発（不起訴処分）

⑶ 危険物倉庫棟建設工事（再度の書き換え等）（令和２年６月に発覚） 

     不適切な取扱いの例：資料⑦ 

⑷ Ａ棟建築主体工事（令和２年８月に発覚） 

  不適切な取扱いの例：資料⑧・⑨ 

⑸ Ｃ棟建築主体工事（令和２年１０月に発覚） 

  不適切な取扱いの例：資料⑩・⑪ 

   ⑹ 杭工事（令和３年１１月に発覚） 

     不適切な取扱いの例：資料⑫ 

  ⑺ Ｂ棟建築主体工事（令和３年１１月に発覚）  

     不適切な取扱いの例：資料⑬ 

 

２ 問題点等 

 

 ⑴ 文書間の不整合 

    Ａ棟建築主体工事、Ｃ棟建築主体工事及び危険物倉庫棟建設工事にお 

ける設計書間の金額に整合性がない。（例：資料⑭） 

 ⑵ 文書事務手続き 

    工種や数量等が変更されているが、「工事打合せ簿」や「工事に関す 
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   る指示票」、「工事内容変更伺書」等が確認できないため、変更した理由 

が分からず、意思決定過程が不明瞭になっている。 

  ⑶ 入札についての疑義 

    汚水処理設備工事において、落札業者が提出した工事費内訳書とその 

   他の業者が提出した工事費内訳書の内容が異なることから、入札につい 

   て疑義が生じている。落札業者が提出した工事費内訳書の内容は市が入 

札時に示したと思われる仕様と異なっている。 

 ⑷ 再度の書き換え等 

  危険物倉庫棟建設工事において、前述の刑事告発後、再度、文書が書 

 き換えられ、元の文書が毀棄され、差し換えられている。また、データ 

の所在も不明になっている。 

 ⑸ 議会提出資料との相違 

  議会で説明した内容及び提出した資料と現在、文書ファイルに綴じら 

 れている文書の内容が異なっている。 

 ⑹ 情報公開手続きの不適切な運用 

    公文書公開請求により請求者に開示した文書について、文書ファイル 

   に綴じられている文書には記載のある事項やページが削除されている 

   ものがあった。（開示した文書は、文書ファイルに綴じられている文書  

   を複写したものではなく、新たにデータから印刷したものであった。） 

（例：資料⑮） 

 

 ３ 検証結果 

   これらの行為について、関係職員に聴き取りを行ったが、事実関係を明ら 

かにすることができなかった。しかしながら、これまで述べてきたように、 

薬学部増築工事は市始まって以来の大規模事業であるにもかかわらず、脆弱 

な体制の下、設計業務も含め適正な工期が確保されていないという異例な環 

境の中で進められてきた。そのため、非常にタイトで厳しい日程に加え、入 

札後の度重なる工事内容の変更により、職員は多くの業務量を抱えており、 

そのプレッシャーは相当なものであった。このような中、上司への説明や工 

事打合せ簿等の必要書類の作成等、適切な事務手続きを踏んでいては工期内 

に完成しないおそれがあったことから、それらを省略し、実際の現場に合う 

ように数値の書き換え等を行ったのではないかと推察される。 

 なお、危険物倉庫棟建設工事における再度の書き換えについては時期的に 

みて上記の状況は当てはまらないが、その意図は分かっていない。 

 公文書は、健全な民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源であり、行 

政機関における意思決定に至る過程を合理的に跡付け、又は検証することが 

できるように作成される文書である。この度の公文書の不適切な取扱いは、 

民主主義、公文書作成の意義を否定する、法律の趣旨に背く行為であり、公  

務に対する「市民の信頼・期待」を裏切る重大かつ深刻なものであることか 

ら許し難いことではあるが、その主な意図は工事を工期内に完成させるため 
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に、実際の現場に合うようにやむなく行ったものと推察することができ、こ 

の行為による工事への影響や損失はないと考えられることから告発は行わ 

ないこととした。 

また、この不適切な公文書の取扱いの検証の過程において、情報公開が適  

切に運用されていない実態があったことも明らかになったが、これについて 

は市民の知る権利を妨げる行為であり、市政に対する市民の信頼と理解を深 

め、市民の市政への参加を一層推進するという制度の趣旨に背く行為である 

ことから弁解の余地はなく、今後、市が取り組むべきことはこれらのような 

ことが二度と起こらぬ対策を早急に講じることである。 
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基本・実施設計業務の期間と各工事の起工日について 

【資料①】 
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薬学部増築工事 配置図 

 

【資料①】 
 

 

危険物倉庫棟 

汚水処理設備 

Ｃ棟（８号館） 
Ｂ棟（７号館） 

Ａ棟（６号館） 

1
5

 



【資料②】 

 

基本・実施設計業務の期間と各工事の起工日について 

 

◯山口東京理科大学薬学部増築工事に伴う基本設計・実施設計業務の契約期間 

当 初 平成２８年２月３日～平成２８年１２月２日 

変更後 平成２８年２月３日～平成２９年３月２４日 

 

◯工事起工伺書の起案日（いずれも仮成果品を使用している。） 

  

 

 

 

  

  

 

 

 

 

※ 契約期間は延長されているが、発注時期の先送りは最小限にとどめなけ 

ればならないため、Ａ棟・Ｂ棟の仮成果品若しくは成果品の納期としては 

ほぼ変わっていない。このため、設計業者にとって設計期間は実質的には 

３か月短縮されたままの状態であった。 

16 



【資料③】 

 

危険物倉庫棟建設工事における「追記図面」について 

 

 

 

                 

変更前  

変更後  

◯変更（追加）した事項  

Ⓐ  倉庫５・６耐火被覆範囲：柱、Ｇ梁、耐火

間仕切りが取り合うＢ梁及び t 

Ⓑ  上記Ⓐの範囲（耐火被覆範囲）を図示 
Ⓒ  ６  耐火被覆は、室内の内部主要構造部

（柱、Ｇ梁）  

Ⓐ  

Ⓑ  

Ⓒ  

※図面には元々、冒頭付近の特記事項欄に「屋

根、外壁、柱、梁は耐火構造とする」と記載され

ていた。  

上記の変更（追加）を行ったことにより同一設

計図面内で矛盾が生じることとなったが、担当

職員も上司も確認していない。  

特記事項欄  

17 



 

 

起工伺書、変更伺書間の不整合について（危険物倉庫棟建設工事） 

 

【資料④】 

平成 30 年４月 16 日起案「工事起工伺書」の資料  平成 30 年 11 月 22 起案「工事変更伺書」の資料  

  

「柱型 耐火被覆」及び「梁型 耐火被覆」について、「工事起工伺書」と

「工事変更伺書」の変更前（上段）の数値は同じでなければならないが、異な

る。（上段の数量は「39.3」、「328.0」でなければならない。） 

 

 なお、単なる誤記や転記ミスではないことが明らかになっている。 

1
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平成 29年７月 20日起案「工事起工伺書」の資料について（汚水処理設備工事） 

 

 

【資料⑤】 

入札時に入札参加者から提出された工事費内訳書（参考） 現在、文書ファイルに綴じられている文書  

  

「工事起工伺書」から精算

時まで設備変更の手続きは

一切行われていないにも関

わらず、設備の仕様（処理

方式）が異なる。 

管型連続式加熱消毒処理方式 回分式薬液消毒還元処理方式 

1
9

 



 

 

平成 29年７月 20日起案「工事起工伺書」の資料「設計図」について（汚水処理設備工事） 

 

【資料⑥】 

起案に添付され決裁を受け、入札時に配付したと思われるもの  現在、文書ファイルに綴じられている文書  

 
 

 

設備の仕様・

配 置 が 異 な

る。 

設計業者は、この案件が発覚するまで当該設備が変更されたことを知らなかった。  

管型連続式加熱消毒処理方式 

（※設計業者が作成した図面） 

回分式薬液消毒還元処理方式 

2
0

 



 

 

「工事変更伺書」等の資料の再度の書き換えについて（危険物倉庫棟建設工事） 

 

 

【資料⑦】 

令和元年９月７日に原本を複写し、その後の告発時に警察に提出したもの  現在、文書ファイルに綴じられている文書  

  

工事起工伺書や工事変更伺書等の資料に

ついて、文書ファイルに綴じられていた原

本を複写したはずの警察提出資料と金額

や鉛筆書きの筆跡等が異なっている。 

2
1

 



 

 

平成 30年３月 19日起案「工事変更伺書」の資料について（Ａ棟建築主体工事） 

 

 

【資料⑧】 

平成 30年４月６日起案「公文書公開決定通知書について」により開示した文書  現在、文書ファイルに綴じられている文書  

  

 

文書ファイルに綴じられていた原本を複写し、公開し

たはずだが、内容が異なっている。 

 

❶「直接工事費」、「共通仮設費 率」、「純工事費」、 

「現場管理費 率」、「工事原価」、「一般管理費 率」

の項目の上段、下段の金額が異なる。 

 

❷「直接工事費」の「備考」の記載（「0」）がなく

なっている 

 

❸鉛筆書きのチェックの有無。 

2
2

 



 

 

文書間（設計書間）の金額の不整合について（Ａ棟建築主体工事） 

 

 

【資料⑨】 

 

工事起工伺書から最後の工事変更伺書までの各数値は整合性があるため問題はな

いように見えるが、平成 30 年３月 19 日起案の工事変更伺書の資料を複写し、公開

したはずの平成 30 年４月６日起案の公文書公開の内容と異なっている。 

 

なお、これらのほかに閲覧用設計書や出来形設計書もあるが、資料作成の都合

上、掲載していない。  

2
3

 



 

 

平成 30年３月 19日起案「工事変更伺書」の資料について（Ｃ棟建築主体工事） 

 

 

【資料⑩】 

平成 30年４月６日起案「公文書公開決定通知書について」により開示した文書  現在、文書ファイルに綴じられている文書  

  

 

文書ファイルに綴じられていた原本を複写し、公開

したはずだが、内容が異なっている。 

 

❶「直接工事費」、「共通仮設費 率」、「純工事費」、

「現場管理費 率」、「工事原価」、「一般管理費率」

の項目の下段の金額が異なる。 

 

❷「直接工事費」の「備考」の金額が異なる。 

 

❸「純工事費」、「工事原価」、「工事価格」の「備考」

の金額の有無。 
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平成 30年８月 21日起案「工事変更伺書」の資料と特別委員会提出資料の不整合について（Ｃ棟建築主体工事） 

 

 

【資料⑪】 

平成 30年９月 11日開催山口東京理科大学調査特別委員会提出資料  現在、文書ファイルに綴じられている文書  

  

 

特別委員会に提出した資料は「工事変更伺書」の

資料を元に作成したはずだが、金額が異なってい

る。 

252,475 

1,071,639 

648,782 
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平成 28年９月 28日起案「工事起工伺書」の資料について（杭工事） 

 

 

【資料⑫】 

平成 29年２月７日起案「～公文書公開請求について」により開示した文書  現在、文書ファイルに綴じられている文書  

  

 

数量の計上方法が異なる

項目がある。  
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変更の経緯が不明となっている細目について（Ｂ棟建築主体工事） 

 

 

【資料⑬】 

平成 29 年 11 月 27 日起案「中間前払金認定調書」の資料  平成 30 年２月 22 日起案「工事内容変更伺書」の資料  

  

 

例えば、「４ .鉄筋」の各細目は「中間前払金認定調書」の資料に

おいて出来高 100％となっているが、「工事内容変更伺書」の資料に

おいて新たな細目が追加されたり、数量・金額が変更されたりして

いる。 

 特に、「鉄筋ガス圧接 D38-D38」が皆減され、「機械式継手 D38-D38」

が追加されていたり、「梁貫通孔補強筋」の金額が増加したりしてい

るが、変更伺書添付の変更理由書には記載されていないことから、

変更の経緯が不明となっている。  
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文書間（設計書間）の金額の不整合について（危険物倉庫棟建設工事） 

 

 

【資料⑭】 

 

工事変更伺書の「変更前」までの各設計書におけるすべての

数値は同じでなければならないが、現在、文書ファイルに綴

じられているものはそのようにはなっていない。  
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情報公開手続きの不適切な運用について（一例：Ｂ棟建築主体工事） 

 

 

【資料⑮】 

平成 28 年 11 月 30 日起案「工事起工伺書」の資料  平成 29年２月 17日起案「～公文書公開請求について」により開示した文書  

  

 

原本を複写せず、データから印刷し

た文書を開示している。印刷する際に

備考欄の記載を全て削除している。 

 

山口県単価は一定期間非公開とされ

ていることから理由を付して黒塗りと

しているが、備考欄について、これで

はそもそも何の記載もないことになっ

てしまう。 

非公開事由に該当するのであれば黒

塗り、該当しないのであればそのまま

公開すべきだった。  
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閉会中の調査事項について 

委 員 会 名 調 査 事 項 調 査 期 間 

総務文教常任委員会 

・秘書に関すること。 

・議会及び行政一般に関すること。 

・文書及び法制に関すること。  

・情報公開及び個人情報保護に関すること。 

・統計調査に関すること。 

・防災及び危機管理に関すること。 

・組織及び職員定数に関すること。 

・職員の人事、給与及び福利厚生に関すること。 

・税の賦課徴収に関すること。 

・債権の調査及び徴収に関すること。 

・消防に関すること。 

・総合計画及び新市建設計画に関すること。 

・重要政策の立案及び調整に関すること。 

・事務管理に関すること。 

・広域行政に関すること。 

・行政改革の推進に関すること。 

・合併に係る調整事項に関すること。 

・総合教育会議に関すること。 

・予算その他財務に関すること。 

・市有財産に関すること。 

・情報処理及び情報化に関すること。 

・シティセールスに関すること。 

・観光に関すること。 

・広報に関すること。 

・入札及び検査に関すること。 

・教育に関すること。 

・まち・ひと・しごと創生総合戦略に関すること。 

・選挙事務に関すること。 

・市役所庁舎改修事業に関すること。 

・学校給食に関すること。 

・新型コロナウイルス感染症に関すること（総務

文教常任委員会所管部分に限る。）。 

・地域交流センターに関すること（総務文教常任 

委員会所管部分に限る。）。 

・山口東京理科大学に関すること（総務文教常任

委員会所管部分に限る。）。 

令和４年３月

定例会前日ま

で継続して閉

会 中 調 査 す

る。 

 


